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１．決算収支の状況 （千円）

２．健全化判断比率 （％） ３．有形固定資産減価償却率(％)
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人
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人　　　  口 人口集中地区人口 面　 積
(R2.10.1現在)

人口密度

国勢
調査

H27年 81,312人 29,639人

市町名 近江八幡市 市町コード 252042 市町類型 Ⅱ-２

区　　分 第 １ 次 第 ２ 次 第 ３ 次

R2年 81,122人 36,622人 177.45k㎡ 457人

就業
人口

22年
国調

1,535人 13,248人 22,462人

増加率 ▲0.2％ 特　定　地　域　等　の　状　況 4.0% 34.1% 57.9%

13,446人 22,977人

R2.1.1 82,092人 3.7% 34.3% 58.6%

住民
登録

R3.1.1 82,343人 近畿圏都市開発区域、辺地を有する市町村、離島を有す
る市町村

27年
国調

1,462人

令和２年度 47,664,085 46,525,236 1,138,849 318,409

年  度 歳入総額 歳出総額
歳入歳出
差引額

翌年 度へ 繰越
す べ き 財 源

820,440 240,855 293,391 - 406,000 128,246

単年度収支 積 立 金 繰上償還金
積　立　金
取  崩  額

実質単年度
収　　　支

実質収支

平成30年度 36,545,163 35,603,020 942,143 392,044

令和元年度 34,922,160 34,071,410 850,750 271,165

550,099 38,785 260,397 - 230,000 69,182

29,486 354,604 193,750 46,708 531,132579,585

▲7,358 367,253 - 250,000 109,895

年　度 実質赤字比率 連結実質赤字比率
実質公債費比率

将来負担比率

平成29年度 34,795,467 33,943,388 852,079 340,765 511,314

時点
一般会計等
財務書類H30．R1．R2単年度 ３カ年平均

57.9

令和元年度 - - 2.3 - R2.3.31 56.2

令和２年度 - - 2.2 1.5 0.9 1.5 - R3.3.31

×
100
75

標 準 税 率
超 過 収 入
済 額

4,343,361 1.6 4,316,083 -

標 準 財 政 規 模 18,877,749 実 質 収 支 比 率 4.3
税　　目 収入済額

うち臨時財政対策債
発行可能額 999,724 経 常 収 支 比 率 91.5

基 準 財 政 収 入 額 10,387,452 減収補塡債特例分・猶予特例債・臨

財債を経常一般財源から除いた率 96.7 市町村
民  税

個人分

構成
比

増減率
基準
税額

590,651 ▲35.9 732,347 86,865

財政力指数
H30.R1.R2
3カ年平均 0.685 -

基 準 財 政 需 要 額 15,093,642 法人分

交付金 10,975 ▲0.5 10,975

固定資
産  税

純固定
資産税

5,062,968 2.1 5,124,923

-

8,772 -

在高 その他特定目的基金 11,919,160 地方債現在高比率 138.1 種別割 256,687

金現 減 債 基 金 3,039,159 積立金現在高比率 100.7 軽自動
車税

環境
性能割 8,494 214.7

積立 財政調整基金 4,049,723

地 方 債 現 在 高 26,074,840 債務負担行為額 8,939,822 た ば こ 税 444,142

皆増 254,877 -

土地開発基金現在高 1,158,218 鉱 産 税 -

特　別
土　地
保有税

保有分 - - - -

- - -

取得分 - - - -

▲1.3 459,213 -

法定外普通税 - - - -

86,865

区　分
改定実施
年月日

報酬
月額

区　分 職員数
令和3年4月
分給料総額

１人当り
平　　均
給料月額

平均
年令

特  別  職  等 一　　般　　職　　員　　等 法定普通税計 10,717,278 ▲1.4 10,907,190

11,938 ▲33.6 - -

市町長 23.5.1
千円

一般職員
人 千円 千円 歳

事業所
税目的税

入湯税

- - -

730 教育公務員 61 19,216

880 481 147,551 307 40.9 -

旧法による税 - - - -

-

消防職員 - - - -

315 39.8
都　市
計画税 641,545 0.5 -副市町長 23.5.1

-

▲1.4 10,907,190 86,865

議　長 23.5.1 455 臨時職員 - -

266 57.5 ## 合　　　　計 11,370,761 100.0教育長 23.5.1 685 技能労務職員 10 2,658

99.1 97.1現年分0
徴

収

率 94.9 計

副議長 23.5.1 400
合　計 552 169,425 307

％ 固
定
資
産
税

介護保険事業会計
事業名 収支額

普通会計か
らの繰入金

議　員 23.5.1 360 計 96.8 計

市
町
村
民
税

現年分

41.0 ##
滞繰分

％ 合

計

現年分

21.7 滞繰分 28.4 滞繰分

- -

職員数
（事業勘定） （直診勘定） （保険事業勘定）

歳 入
千円

歳 入
千円

歳 入
千円

36,744歳 　　　入
千円

上水道
千円 千円

7,500,543 - 999,410 6,524,635 151,299

国民健康保険事業会計 国民健康保険事業会計
後期高齢者医療事業会計

歳 出
千円

歳 出
千円

歳 出
千円

歳　　　　出
千円

病 院繰 入 金 564,920 繰 入 金 - 繰 入 金 210,084

ガ ス

うち普通会計からの 千円 うち普通会計からの 千円 うち普通会計からの 千円 うち普通会計からの

- - -
7,472,409 - 998,307 6,383,104

繰　 入 　金 1,004,222
676,977 1,060,650 806

千円

-
保 険 給 付 費 5,159,226 医 業 費 - 広域連合納付金 960,701 保険給付費 5,829,174

千円 うち 千円 介護施設
（法適）

- -
うち 千円 うち 千円 うち

収 　　 　支
千円

簡易水道 - - -
141,531収 支

千円 うち 千円

職 　員 　数
人

28,134 施 設 整 備 費 - 3

職 　員 　数
人 公　　共

下 水 道
33,451 1,122,918 11

45加入世帯数
世帯

収 支
千円

被保険者数
人

10,019 - 11,239

集落排水 2,009 24,169 1被保険者数
人

職 員 数
人

15,700 -

宅地造成 - - -
１ 世 帯 当 り
保 険 税 等 調 定 額

円

174,212

観光その他 - - -
被保険者１人当り
保 険 税 等 調 定 額

円

111,174

駐車場 - - -
被 保 険 者 １ 人
当 り 費 用

円

475,950

職 員 数
人
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介護施設
（非適）

- - -

市 場 - - -



８.財政構造の状況

増減率 増減率
(B)-(A)

(A) (B) (A)

11,528,000 33.0 0.5 11,370,761 23.9 ▲1.4 11,370,761

229,066 0.7 1.1 230,841 0.5 0.8 230,841

3,524 0.0 皆増 7,490 0.0 112.5 7,490

11,518 0.0 ▲46.4 12,349 0.0 7.2 12,349

50,914 0.1 20.3 45,642 0.1 ▲10.4 45,642

34,914 0.1 ▲10.9 58,651 0.1 68.0 58,651

1,330,922 3.8 ▲5.9 1,633,609 3.4 22.7 1,633,609

- - - - - - -

- - - - - - -

52,207 0.2 ▲43.0 - - 皆減 -

13,175 0.0 皆増 27,422 0.1 108.1 27,422

- - - 69,190 0.1 皆増 69,190

285,813 0.8 262.6 110,173 0.2 ▲61.5 110,173

5,570,674 16.0 ▲2.5 5,603,257 11.8 0.6 5,603,257

9,643 0.0 ▲1.8 10,123 0.0 5.0 10,123

19,116,846 54.7 0.0 19,172,018 40.2 0.3 19,172,018

308,525 0.9 ▲25.4 193,937 0.4 ▲37.1 -

731,400 2.1 ▲11.8 612,487 1.3 ▲16.3 42,838

5,036,177 14.4 ▲2.0 15,094,892 31.7 199.7 1,193,653

- - - - - - -

2,856,336 8.2 12.6 3,041,657 6.4 6.5 25,659

278,117 0.8 ▲37.6 136,238 0.3 ▲51.0 98,883

2,371,384 6.8 35.2 3,861,351 8.1 62.8 -

1,451,453 4.2 ▲32.8 2,720,648 5.7 87.4 406,000

942,143 2.7 10.6 850,750 1.8 ▲9.7 616,315

710,308 2.0 43.2 426,313 0.9 ▲40.0 104,193

1,119,471 3.2 ▲60.2 1,553,794 3.2 38.8 999,724

- - - - - - -

- - - - - - -

964,071 2.8 ▲22.3 999,724 2.1 3.7 999,724

(ｱ) 34,922,160 100.0 ▲4.4 47,664,085 100.0 36.5 22,659,283 (ｷ)

(ｲ) 4,393,303 12.9 ▲4.3 5,060,587 10.9 15.2 4,561,392 20.1

7,949,887 23.3 4.9 8,219,620 17.7 3.4 2,298,035 10.2

2,666,722 7.8 9.4 2,444,432 5.3 ▲8.3 2,443,352 10.8

2,666,722 7.8 9.4 2,444,432 5.3 ▲8.3 2,443,352 10.8

- - 皆減 - - - - -

15,009,912 44.1 2.7 15,724,639 33.8 4.8 9,302,779 41.1 (ｸ)

4,928,233 14.5 ▲1.3 5,322,743 11.4 8.0 3,437,163 15.2

173,527 0.5 ▲25.8 197,990 0.4 14.1 106,173 0.5

4,297,243 12.6 12.4 14,616,022 31.4 240.1 4,632,360 20.4

836,934 2.5 0.1 844,937 1.8 1.0 844,734 3.7

9,399,003 27.6 3.9 20,136,755 43.3 114.2 8,175,696 36.1 (ｹ)

2,590,636 7.6 3.1 2,614,447 5.6 0.9 2,129,269 9.4 (ｺ)

836,169 2.5 ▲18.9 790,440 1.7 ▲5.5 782,440 3.4 (ｻ)

(ｼ)

31,458,920 92.3 3.8 43,454,215 93.4 38.1 20,688,135 91.3

2,498,226 7.3 ▲51.4 3,071,021 6.6 22.9 832,342 3.7

1,915,728 5.6 ▲37.2 2,065,968 4.4 7.8 239,485 1.1

532,875 1.6 ▲73.8 945,368 2.0 77.4 554,201 2.4

45,781 0.1 ▲23.0 43,656 0.1 ▲4.6 38,656 0.2

828 0.0 皆増 - - 皆減 - -

3,014 0.0 47.9 16,029 0.0 431.8 - -

114,264 0.3 ▲22.4 - - 皆減 - -

- - - - - - - -

2,612,490 7.7 ▲50.6 3,071,021 6.6 17.6 832,342 3.7 (ｴ)

34,071,410 100.0 ▲4.3 46,525,236 100.0 36.6 21,520,477 95.0

44.0

27.1

18.0
歳入歳出差引額（ｱ）-（ｶ） 850,750 ▲9.7 1,138,849 33.9 1,138,806

11.0 15.4 4,630,566 20.4 国･県支出金

地   方   債
5.0 税        等

うち人件費 (ｲ) + (ｴ) 4,443,771 13.0 ▲4.7 5,129,761

計 (ｵ) 計 69,174

歳 出 合計 ( ｳ )+( ｵ )( ｶ )
普 通 建 設 事 業 費 の
財 源 充 当 比 率 (%)

災 害 復 旧 災害復旧 -

失 業 対 策 失業対策 -

受 託 事 業 うち単独 35,571

投

資

的

経

費

普 通 建 設 587,820

内
　
　
　
訳

補 助 経常収支比率 91.5%

単 独
事 業 費 支 弁 に 係 る
職 員 の 人 件 費

国直轄・
県営事業負担金

計 (ｳ) 経常余剰額 (ｷ)-(ｼ)

普通建設 69,174

同級団体負担金 うち補助 33,603

15.6 297,951 1.3 経常一般財源充当額
(ｸ)+(ｹ)+(ｺ)+(ｻ)

前年度繰上充用金 - - - -

積 立 金 3,623,200 10.6 16.5 4,187,934 9.0

- - - - 17,103,675

繰 出 金 2,089,846 11.8

投資･出資･貸付金 401,149 2.3

う ち 一 部 事 務 組 合
に 対 す る も の 763,021 4.3

（小　　　計） 5,547,663 31.4

維 持 補 修 費 103,720 0.6

補 助 費 等 2,666,942 15.1

（小　　　計） 9,065,017 51.2

物 件 費 2,777,001 15.7

内

訳

元 利 償 還 金 2,443,352 13.8

一 時 借 入 利 子 - -

24.5

扶 助 費 2,280,186 12.9

公 債 費 2,443,352 13.8

うち臨時財政対策債 -

歳入合計 17,691,495

人 件 費 4,341,479

地 方 債 -

うち減収補塡債特例分 -

うち猶予特例債 -

繰 越 金 -

諸 収 入 44,990

県 支 出 金 -

財 産 収 入 -

寄 附 金 -

国 有 提 供 交 付 金 -

交通安全対策交付金 10,123

小　　　　　計 17,623,554

分 担 金 ･ 負 担 金 -

繰 入 金 -

特別地方消費税交付金 -

自動車取得税交付金 -

環 境 性 能 割 交 付 金 27,422

使 用 料 ･ 手 数 料 22,951

国 庫 支 出 金 -

市 町 村 税 10,729,216

地 方 譲 与 税

株式等譲渡所得割交付金 58,651

地方消費税交付金 1,633,609

ゴルフ場利用税交付金 -

230,841

う ち 森 林 環 境 譲 与 税 7,490

利 子 割 交 付 金 12,349

配 当 割 交 付 金 45,642

法 人 事 業 税 交 付 金 69,190

地 方 特 例 交 付 金 110,173

地 方 交 付 税 4,696,338

Ⅱ-２ 近江八幡市

(千円･%)

区　　  分

令 和 元 年 度 令　　和　　２　　年　　度

決 算 額
構成
比

決 算 額
構成
比

一 般 財 源
充当
率

う ち 経 常
一 般 財 源

経常一
般財源
充当率対前

年度


